














































は、高年齢者雇用安定法の 年 月 日改正で労働者派遣事業、 年 月 日改
正で有料職業紹介事業を届出でできるようになり、近年 雇用による就業 の提供にも力を
入れてきているが、現在も主流は 生きがいを得るための就業 の提供である。就業におい






時間が 時間以上ある人は雇用保険に加入義務があるので、 生きがい就業 はそれよりも
短い労働時間が つの基準になる。 が受託できる仕事には 臨時的かつ短期的又はその
他の軽易な就業 （高年齢者雇用安定法第 条）という規定があり、 臨時的かつ短期的な
業務は 概ね月 日程度以内 、 軽易な 業務は 概ね週 時間を超えないこと を目安に
しており（職業安定局長通達（ 年 月 日））、契約期間が長期間にわたる場合は、 人
あたり ヵ月に 時間を超えない という指導が労働基準監督署からなされている（東大
阪市 ）。この 臨・短・軽 の原則は の請負・委任だけに限られず、派遣や
職業紹介のすべての事業に当てはまる。
請負または委任は、指揮命令がないということでは共通しているが、全国シルバー人材セ




























雇用安定法の 年 月 日改正であり、それとともにセンター事業における国庫補助金も

















センターの前身は 年に東京都において創設された 高齢者事業団 であり、とりわけ
年度に全国的に広がった。 年度には、センター事業は国庫補助事業になり、
名称も全国で シルバー人材センター （ ）に統一された（萱沼 ）。 年度以
降 年度までの会員数の推移を見れば次のようになっている。









会員数は、 年度から 年度まで一貫して増加している。 年度から減少している
が、これは高年齢者雇用安定法の改正による高年齢者雇用確保措置の導入の義務づけの影響
と考えられる。高年齢者雇用安定法の 年改正は、事業主に対し 定年年齢の 歳への引
き上げ 希望者全員対象の 歳までの継続雇用制度導入 定年の定めの廃止 のいずれか
の措置を講ずることを義務づけた（施行は 年 月 日））。それによって 歳代前半
層が一般の労働市場に吸収され （萱沼 ）、 年度以降会員数は減少した。





に 新雇用戦略について が提出され、そのなかの 高齢者─いくつになっても働ける社会
の実現 において、 の会員を 年度までに 万人とする数値目標が示されていた
（萱沼 ）。現状は、目標達成からは程遠い状況にある。
























年 月 日 高年齢者雇用安定法の改正 歳定年義務化、施行は 年 月 日







と） の追加、施行は 年 月 日
年 月 日
高年齢者雇用安定法の改正 届出により労働者派遣事業の実施が可能になる、
施行は 年 月 日。高年齢者雇用確保措置の導入を義務化（例外措置あ











年 月 日 高年齢者雇用安定法の改正 職業紹介事業が届出で実施できるようになる
年 月 日
高年齢者雇用安定法の改正 高年齢者雇用確保措置の義務を強化、例外措置な
















年以降に注目すれば、 年には の業務に関して、これまでの 臨時的かつ短期
的な就業 のほかに その他軽易な業務 の規定が追加されている（末竹 ）。 その
他の軽易な業務 とは 特別な知識又は技能を必要とすることその他の理由により同一の者
が継続的に当該業務に従事することが必要である業務 のことである（時間的な目安は 概
ね週 時間以内 ）（ ）。そして 年には労働者
派遣事業、 年には有料職業紹介事業が届出でできるようになった。また 年 月から
は派遣・職業紹介にかぎり、民業圧迫等をおこさないように検討された一定の条件のもとで
週 時間までの就業が可能になった。
こうした事業拡大の大きな流れがある一方で、 事業は 年、 年の行政刷新会議
による事業仕分けの対象となり、補助金は 年度の 億円から 年度に 億円、
年度に 億円に減額された（厚生労働省 ）。当時 は 今後の高齢者就業を促進する
一施策として大きく期待されつつも、その一方で公的支援の縮小化という課題を国から突き
つけられて いた（萱沼 ）。 年度、 年度と会員数が減少した要因の つ
も、この補助金削減に求められている（星ら ）。たとえば東大阪市 の場合、補
助金の減額は年会費の値上げにつながり、会員数を大きく減らす原因になった。




は、 年度の 億円から 年度の 億円に減少している。それに代わって労働保険特別
会計雇用勘定雇用保険二事業（以下、雇用保険二事業）資金の活用が始まった（ 年度
億円）。その傾向は 年度も持続し（一般会計補助金 億円 億円、雇用保険二事業補















）地域ニーズ対応事業として採択された計画で終了年度が 年度以降に及ぶ事業は、 年度に 地域
就業機会創出・拡大事業 として再提案するよう要請している（厚生労働省 ）
地域企業の活性化、 地域社会・経済の維持・発展等につながる新たな就業機会を創造す












用し 年度から始まったもう つの事業が 高齢者活用・現役世代雇用サポート事業
（以下、サポート事業）である。サポート事業は が、高年齢者の人手不足分野や現役
世代を支える分野での就業を促進する 事業であり、 年度予算案においては補助金の交
付基準として、従来の 派遣の就業延人員数の目標、 会員数の実績、 派遣の就業延人
員数の実績 に、新たに 保育、介護分野の派遣の就業延人員数の実績 を加え、保育・
介護分野を重視する姿勢を鮮明にしている（厚生労働省 ）。そして 年度予算におい
てサポート事業は、地域就業機会創出・拡大事業とともに拡充されることになった（サポー




生労働省 生涯現役社会の実現に向けた就労のあり方に関する検討会報告書 （ 年
月、以下 年報告書 ）、厚生労働省 生涯現役社会の実現に向けた雇用・就業環境の整
備に関する検討会報告書 （ 年 月、以下 年報告書 ）（塚本 ）、 ニッポン一
億総活躍プラン （ 年 月閣議決定、以下 一億総活躍プラン ）で確認しておこう。
年報告書 では、 今後の生涯現役社会における就労・社会参加のあり方について














バー人材センターの機能強化 が挙げられている。現状把握のなかで は 高年齢者の就
業ニーズが変化し多様化している現状に対してうまく対応しきれていない可能性がある と
され、 に関して 当面求められる施策の方向性 として センターが積極的に就業機








いる。これらの提言は、 年 月から派遣・職業紹介の 臨・短・軽 の要件緩和、サ
ポート事業や地域就業機会創出・拡大事業の拡充を通して実現されている。
一億総活躍プラン では、誰もが活躍できる一億総活躍社会を創っていくため 戦後最
大の名目 兆円 希望出生率 介護離職ゼロ という目標が掲げられた（ 新た














） 年度予算案の高齢者雇用対策関連予算は 関連のほかに、 歳超雇用推進助成金 高年齢者就




養父市 は 年に設立され、 年 月に、養父郡 町（八鹿町、養父町、大屋町、
関宮町）の合併で養父市が誕生し、それとともに社団法人養父市 として新しく発足した
（それまでは養父郡広域 、 年 月に公益社団法人化）。兵庫県、全国と比較して
年 月 日現在の養父市 に関連する情報をまとめれば、以下のようになる。








厚生労働省の 年報告書 では、 年に養父市からセンターの概ね週 時間以内
という就業時間時間制限を 時間まで可能にしてほしい旨の要望書がでており、これを受け
て派遣等に関して国家戦略特別区域法の改正案が通常国会に提出されている と記されてい
る。この要望は 年 月に養父市 において現実のものとなり、 年 月からは全国




入れられた 、つまり 農業改革特区 事業者の参入 人手不足 の規制緩和 という











養父市 万 人 ％ ％ 歳
兵庫県 万 人 ％ ％ 歳
全国 億 万 人 ％ ％ 歳





厚生労働省によって 企画提案事業 は 年度から開始されたが、養父市 が同事業
を始めたのは 年度からである。しかし養父市 は、それに先立って、農業関連で独自
の活動に着手していた。 つは 年からの学童保育向けの シルバー農園 の運営であ
り、もう つが 年度途中からの耕作放棄地の借り上げである ）。また 年 月には、
有名な有機肥料 保田ぼかし （乳酸発酵した有機質資材）の考案者・神戸大学名誉教授の


















地域ニーズ対応事業（国 万円、養父市 万円）のもとでは 学びのある田舎暮らし事



























業を、農業の 栽培方法、 栽培場所、 栽培作物、 栽培者、 需要者という観点のもと
に整理しなおすと下のようになる。
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）養父市 でのヒアリング調査によれば、行政がこのようなイベントをやると、どのくらいカップルが
できて、どのくらい人口流入につながるかという成果の色合いが前面にでてくる。それだと参加する男女









て農業人口が減少し、耕作放棄地が増加している。養父市 は 棚田再生事業や 特産
物づくり事業のもとに、そうした耕作放棄地を借り上げ、会員を農業に従事させている。
耕作地は 年度で畑 、田 万 の計 万 （東京ドームの約半分）であ
る（養父市 ）。大屋振興公社から引き継いだ棚田は、全国的にもめずらしい蛇
紋岩地帯にあり、土壌にマグネシウムや鉄などのミネラルを多く含んでいる。
栽培作物 養父市 は、棚田において会員にコシヒカリを作らせており（ 棚田再生

























需要者 温石米の評判は上々で、大阪市の料亭 天王殿 、神戸市福祉施設 オリンピ
ア でも提供されており、そのほかに兵庫県下の ネットワークによって伊丹市 、
宝塚市 、芦屋市 、明石市 、西宮市 でも販売されている（ちなみに温石米が

























田再生、 特産物づくりの つの事業からのものであった。しかし養父市 の企画提案事
業は 年度をもって終了となり、 年度からは独自事業として展開されることになっ
た。そこで補助金がなくなった後の事業の 年度収支を見れば、米と野菜の売上等の実績






大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）



































本稿は、主に厚生労働省 年報告書 の 従来の請負・委任業務だけでは高齢者の多
様な就業ニーズに対応できていないので、 が就業機会・職域を開拓していく必要があ
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）本論で述べた養父市 の 福祉の受け手から地域の担い手へ事業はこの点に関連している。
